
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・「島根総合発展計画」の進行管理として施策と事務事業のすべてについて行政評価を行い、成果・課題・今後の方向性を検
証し、その結果を県民へ公表した。さらに効果的な課題分析ができるようにするため、職員のスキルアップを図り、成果重視
の効率的で質の高い行政の実現に繋げていく必要がある。
・若手県職員からの政策提案を事業（予算）へ反映し、参加者全員から政策形成能力が向上したとの回答が得られた。
・国へ重点要望した７７項目のうち、６６項目について一定の措置があり、施策の推進に貢献した。
・各種統計調査結果の作成・公表や、しまね統計情報データベースを通じた情報提供により、多数の閲覧、利用に繋がった。

B

判断

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・行政評価作業に対する職員の理解や、予算要求への活用がまだ十分ではない実態がある。
　行政評価をより円滑に行い、予算との連携の強化が図られるよう、職員のスキルアップを図っていく必要がある。
・政策提案に参加する若手県職員の負担を軽減し、十分な調査や議論を実施するための環境を、さらに整えていく必要がある。
・各種統計調査において、必要なデータを継続的に確保し、調査結果利用者へわかりやすく情報提供するための方法等に、引き続き取り組んでいく必要
がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・行政評価について、評価作業をさらに適正・円滑に行えるよう、職員研修の内容をより課題分析に重点を置いたものに見直すなど、職員のスキルアッ
プを図っていく。また、評価作業や予算反映にあたっての問題点なども的確に把握し、必要に応じた評価制度の見直しや、予算との連携の強化を図って
いく。
・若手県職員による政策提案に向けた環境の整備を引き続き行っていく。
・国の動きなどを踏まえ、当県が抱える課題の中から提案・要望すべき項目を的確に整理し、提案・要望活動を今後も粘り強く行っていく。
・各種統計調査の意義・役割について効果的な広報・説明を行い、ホームページなどでの公表に当たっては、利用者に分かりやすく利用しやすい環境と
なるよう、引き続き点検し、取り組んでいく。

その理由

施策５　政策推進システムの充実

島根総合発展計画に掲げる将来像と基本目標の達成に向けて、県民満足度の視点から、政策や施策の成果の検証・評価と、以後の施策の改善に結びつけるマネジ
メントの取組みを徹底し、その状況を広く公表します。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

島根総合発展計画、島根県総合戦略の目標達成に向けて、行政評価システムを効果的に運用し、行政評価結果を施策の改善に役立てるとともに、計画の
進捗状況を県民に分かりやすく公表します。

事務事業所管部局長
（幹事部局）

政策企画局長　野津建二 ０８５２－２２－６００１

・行政評価の実施…６６施策及び６４２事務事業
・政策調整会議の開催…１４回
・若手県職員政策提案…２グループ（「萩・石見空港東京線の利用促進」「しまねの広報力アップ検討」）
・国への重点要望…７７項目、中国地方知事会による提案・要望…２２項目、中国圏広域地方計画推進会議による提案・要望…２３項目
　全国知事会による提案・要望…８９項目、日本海沿岸地帯振興連盟による提案・要望…３５項目
・各種統計調査の情報提供…県ホームページやしまね統計情報データベースにより公表した。アクセス数は目標値をやや下回った。

施策評価シート 評価実施年度： 平成３０年度

定性的な目標のため、記
載していない

目的



（単位：千円）

1 2,170 9,368
政策企画監
室

2 130 769
政策企画監
室

3 500 500
政策企画監
室

4 9,025 8,878
政策企画監
室

5 892 879 統計調査課

6 1,551 1,551 統計調査課

7 6,510 6,936 統計調査課

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

政策形成・推進事務

行政評価推進事業

隣県等との連携の促進事業

国への提案・要望事業

商工県単統計調査等事業

県単経済統計調査等事業

県単独・統計調査等事業

施策５　政策推進システムの充実

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

各種計画の進行管理の徹底、全庁横断的な政策形成機能の充実、若手職員の政策
形成能力の育成を図る。

県境を越えて対応すべき課題等について、隣県等で認識を共有し連携・協力体制を築
くことにより、課題解決に取り組む。

県の生産動向を把握する「島根県鉱工業生産指数」を作成・提供し、活用してもらう。

県経済の実態や構造を明らかにした「県民経済計算」、「市町村民経済計算」を作成
し、分かりやすく情報提供を行う。

・効率的で質の高い行政運営を行えるようにする。・県民の視点に立った成果重視の行
政運営を行えるようにする。・県民に対する行政の説明責任を果たせるようにする。

県の施策推進にあたって必要な国の予算・制度を確保する。

県独自の調査結果等をまとめたものを、報告書や統計情報データベースで提供し、活
用してもらう。

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）


